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4 地域整備事業  
 

  

 

常
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経営目標  

○強み (Strength) 
産業団地整備のノウハウ・実績  
事業継続に必要な内部留保資金の保有  
公的機関の信用 (地権者交渉、農林調整等 ) 
積極的な企業誘致  

○機会 (Opportunity) 
都心や大消費地に近接  
多様な産業の集積、他地域に比べて豊富な労働力  
圏央道の県内開通や新たな幹線道路の整備  
良好な経済・投資環境  
地方創生の気運  
農地転用許可権限の移譲 (国から県へ ) 

○弱み (Weakness) 
短期間での団地整備が困難  
圏央道沿線での産業団地適地の不足  
地下水採取規制  
 
○脅威 (Threat) 
景気変動等による設備投資意欲の変化  
関東近県の産業団地との競争激化  
急速な少子・高齢化の進行  
製造業の海外移転、内需型の成長産業が未成熟  

 

SWOT 分析  

強

み

・

機

会

を
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求  
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を
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服  

経営状況の分析  

収益性に関する分析  
債務に関する分析  
事業に関する分析  
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施策の方向性   具体的な取組  

1  圏 央 道 等 の 優 れ た 地 域 資 源 や  
公的機関の信用・能力・実績等の経
営 資 源 を 活 用 し て 産 業 団 地 整 備 に
集中的に取り組みます。  

 
①スピーディーな整備  

 
②既存インフラの活用  

③新たな整備手法の構築  

   
  
 

  
 
 
 

  

2  産 業 振 興 と 地 域 振 興 を 推 進 す  
る た め の よ り 強 固 な 経 営 基 盤 を  
構築します。  

 
①適切な財務マネジメント  

②人材開発  

③地域振興等に資する事業の研究  
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(1) 経営目標  
 
 
 
 
 
 
(2) 経営状況の分析  

ア  収 益性に関する分析  
  地 域 整 備 事 業 の コ ア 事 業 で あ る 産 業 団 地 の 整 備 は 、 期 間 中 に 発 生 す

る 用 地 取 得 費 や 造 成 費 は 事 業 期 間 中 に キ ャ ッ シ ュ と し て 支 出 し ま す が 、
収 益 的 収 支 上 (黒 字 ・ 赤 字 )は 、 事 業 完 了 後 分 譲 す る 年 度 に 収 益 及 び 費
用 を 計 上 し ま す  

 

 

 

 

 

 
 

  分 譲 地 が 売 れ 残 っ た 場 合 に は 、 資 産 価 値 の 下 落 等 に よ り 、 事 業 収 益
が 赤 字 と な る リ ス ク が あ り 、 今 後 の 事 業 経 営 に 悪 影 響 を 与 え る お そ れ
が あ り ま す 。  

 常に企業の経済性を発揮するとともに、地域の強みを最大
限に生かした産業の振興と地域の振興を図り、もってより一
層の県民の福祉を増進します。  
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地 域 整 備 事 業 の 収 益 性 は こ の よ う な 特 性 が あ る こ と か ら 、 年 度 ご と
に 大 き く 変 化 し 、 産 業 団 地 の 分 譲 の 有 無 が そ の 年 度 の 収 益 規 模 に 影 響
し ま す 。  

分 譲 に 携 わ る 職 員 の 給 料 な ど の 経 常 的 な 経 費 が 産 業 団 地 の 分 譲 の 有
無 に 関 わ ら ず 毎 年 発 生 し て い る の で 、 地 域 整 備 事 業 の 収 益 性 を 分 析 す
る 場 合 、 単 年 度 で 判 断 す る こ と な く 、 事 業 開 始 か ら 分 譲 ま で の 複 数 年
で 考 慮 す る 必 要 が あ り ま す 。    

最 近 4 年 間 (平 成 24 年 度 ～ 平 成 27 年 度 )の 経 常 収 支 比 率 の 平 均 は 、
150.7％ と な っ て お り 、収 益 の 安 定 性 の 目 安 と な っ て い る 経 常 収 支 比 率
が 100％ 以 上 を 堅 持 し て い ま す 。  

一 方 、 新 規 産 業 団 地 の 収 支 が 悪 化 す る と 経 営 的 が 厳 し く な り ま す 。
常 に 経 済 情 勢 等 を 見 極 め な が ら 事 業 を 進 め て い く 必 要 が あ り ま す 。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 経 常 収 支 比 率 は 、 当 該 年 度 に お い て 、 料 金 収 入 等 の 事 業 本 来 の 活 動
に 財 務 活 動 の 要 素 (受 取 利 息 )等 を 加 え た も の で す 。   
 独 立 採 算 制 を 原 則 と す る 公 営 企 業 に お い て は 、 100％ 以 上 と な っ て い
る こ と が 望 ま し い と い う 数 字 で す 。  
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

経常収支比率
％  

単 位 :千 円  

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 計
営業収益(x) 2,803,932 8,268,316 1,251,396 5,390,794
営業外収益(y) 205,073 173,016 149,936 119,693
経常収益(Z=x+y) 3,009,005 8,441,332 1,401,332 5,510,487 18,362,156
営業費用(d) 1,587,952 4,836,597 496,197 5,275,578
営業外費用(e) 667 1,538 1,507 5,022
経常費用(F=d+e) 1,588,619 4,838,135 497,704 5,280,600 12,205,058
経常収支比率(Z/F) 189.4% 174.5% 281.6% 104.4% 150.4%
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イ  債 務に関する分析  
 企 業 債 及 び 一 時 借 入 金 は あ り ま せ ん 。  
 地 域 整 備 事 業 は 、 自 己 資 金 の 範 囲 内 で 経 営 さ れ て い ま す 。  
 
ウ  事 業に関する分析  
 整 備 方 針 改 定 後 に 分 譲 し た 産 業 団 地 は ほ ぼ 完 売 し て い ま す 。   

 

  

【産業団地分譲状況】

川越第二 菖蒲南部 騎西城南 白岡西部 幸手中央

事業年度 H19～H21 H19～H21 H20～H22 H22～H25 H23～H27

分譲開始年度 H19 H20 H21 H24 H25

完売年度 H22 H24 H25 H25 -



89 

企業局 

(3) SWOT 分析  
  経 営 状 況 の 分 析 に 加 え 、 取 り 巻 く 環 境 を 踏 ま え て SWOT 分 析 を 行 い

ま し た 。  

(4) 分析結果を踏まえて  
地 域 整 備 事 業 は 、 有 利 子 負 債 は な く 、 財 務 状 況 は 安 定 し 、 す ぐ に 経営

に 大 き な 影 響 を 与 え る 問 題 点 は 認 め ら れ ま せ ん が 、 収 益 の 柱 と な る 新 規
分 譲 収 入 に よ っ て 、 年 度 ご と の 経 常 収 支 比 率 等 が 大 き く 左 右 さ れ ま す 。  

こ の 新 規 分 譲 も 、 事 業 収 支 を に ら み つ つ 、 企 業 の ニ ー ズ や 景 気 動 向も
見 定 め て い く 必 要 が あ り ま す 。  

SWOT 分 析 に 示 し た と お り 、
こ れ ま で の 事 業 実 績 で 積 み 上
げ て き た 信 用 力 と い う 強 み と
圏 央 道 県 内 区 間 全 線 開 通 な ど
の 機 会 を 活 か し て い く 必 要 が
あ り ま す 。  

そ こ で 、こ の 計 画 期 間 の 施 策
の 方 向 性 と し て 、「1 圏央道 等
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の優れた地域資源や公的機関の信用・能力・実績等の経営資源を活用して
産業団地整備に集中的に取り組みます。」を 掲 げ ま し た 。併 せ て 、「2 産
業振興 と 地域振興を推進す る ためのより強固な 経営基盤 を構築 しま す。」
を 掲 げ 、 そ れ ぞ れ 具 体 的 な 取 組 と ア ク シ ョ ン プ ラ ン を 定 め ま し た 。  
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施策の方向性 1 
 
 
 
 
 地 域 整 備 事 業 に お け る 産 業 団 地 の 整 備 は 、こ れ ま で の 経 営 の 軌 跡 (第 2 章
参 照 )が 示 す よ う に 、バ ブ ル 崩 壊 、リ ー マ ン シ ョ ッ ク 後 に 大 き く 落 ち 込 む な
ど 景 気 動 向 に 大 き く 左 右 さ れ ま す 。ま た 、企 業 の 立 地 ニ ー ズ と 地 域 資 源 を
活 か し た 整 備 が 求 め ら れ ま す 。  
 東 京 五 輪 開 催 に よ る 効 果 は 想 定 さ れ る も の の 長 期 的 な 設 備 投 資 動 向 は
不 透 明 で あ り 、圏 央 道 県 内 区 間 全 線 開 通 と い う こ の 機 会 に 、限 ら れ た 期 間
で の ス ピ ー デ ィ ー な 整 備 に 取 り 組 ん で い く こ と が 重 要 で す 。こ の た め 、こ
れ ま で の 経 営 ノ ウ ハ ウ を 活 か し 、こ の 経 営 5 か 年 計 画 期 間 中 の 施 策 の 方 向
性 を 「 産 業 団 地 整 備 に 集 中 的 に 取 り 組 み ま す 」 と し ま す 。  
 こ の 施 策 の 方 向 性 を 実 現 す る た め に 、 3 つ の 具 体 的 な 取 組 を 示 し 、 そ の
ア ク シ ョ ン プ ラ ン を 定 め ま し た 。  
 そ れ ぞ れ 、 ア ク シ ョ ン プ ラ ン を 進 め る 上 で 、 環 境 調 査 、 可 能 性 調 査 、 予
備 調 査 を 実 施 し て い き ま す 。  
 
 
 
 
 
○事業化が確定している産業団地  

○検討・調査中の産業団地  

地区名  施行 面積   目標年度  
加須 IC 東地区  17.7ha 平 成 30 年 度  

寄居スマート IC 西地区  14.8 ha 平 成 30 年 度  

草加柿木地区  19.4 ha 平 成 31 年 度  

地区名           施行面積       目標年度  
A 地区  約 20 ha 平 成 32 年 度  
B 地区  約 20 ha 

平 成 33 年 度  
C 地区  約 20 ha 

 圏央道等の優れた地域資源や公的機関の信用・能力・実績等の
経営資源を活用して産業団地整備に集中的に取り組みます。  
 

＜計画期間中の目標＞  
 新たに整備する産業団地の面積   100 ヘクタール   
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 圏 央 道 の 県 内 全 線 開 通 な ど に よ り 本 県 の 立 地 ニ ー ズ が 高 ま る 一 方 、 長
期 的 な 経 済 動 向 は 不 透 明 で す 。  
 事 業 採 算 性 に も 大 き な 影 響 を 与 え る 経 済 変 動 リ ス ク を 低 減 し て い く た
め に は 、 産 業 団 地 を ス ピ ー デ ィ ー に 整 備 し て い く こ と が 重 要 で す 。  

  例 え ば 、 開 発 面 積 を コ ン パ ク ト に す る こ と に よ り 、 許 認 可 手 続 や 用 地
買 収 等 に 要 す る 期 間 を 短 縮 す る な ど し て ス ピ ー デ ィ ー な 整 備 に 努 め て い
き ま す 。  
 

＜ ア ク シ ョ ン プ ラ ン ＞ ※ カ タ カ ナ ○ 囲 み ア ク シ ョ ン プ ラ ン は 新 規 項 目  

 
 
 
 
 
 

具体的な取組②  既存インフラの活用  

 
 本 県 は 地 下 水 の 採 取 規 制 が 厳 し い こ と か ら 水 を 大 量 に 使 用 す る 食 品 企
業 等 へ の 分 譲 が 進 ん で い な い 状 況 で す 。 ま た 、 立 地 の 条 件 の 一 つ と し て 、
雇 用 の 確 保 を 挙 げ る 企 業 が 増 え て い ま す 。  
 工 業 用 水 や 特 別 高 圧 電 力 な ど 既 存 の 産 業 イ ン フ ラ 等 の 活 用 に よ り 、 こ
れ ら の 企 業 に と っ て も 魅 力 の あ る 産 業 団 地 を 整 備 し て い き ま す 。  

 

＜ ア ク シ ョ ン プ ラ ン ＞ ※ カ タ カ ナ ○ 囲 み ア ク シ ョ ン プ ラ ン は 新 規 項 目  

 

 
 

具体的な取組①  スピーディーな整備  

○ア  工 業 用 水 や 特 別 高 圧 電 力 等 が 供 給 可 能 な 産 業 団 地 の 整 備  
○イ  圏 央 道 等 と 接 続 し た 新 た な 幹 線 道 路 沿 道 で の 産 業 団 地 整 備  
○ウ  豊 富 な 労 働 力 等 を 活 用 で き る 地 区 で の 可 能 性 調 査 等 の 実 施  

○ア  整 備 中 地 区 の 早 期 分 譲 、 新 規 候 補 地 区 の 早 期 事 業 化  
○イ  地 区 計 画 方 式 を 活 用 し た 産 業 団 地 の 事 業 化 検 討  
○ウ  可 能 性 調 査 時 に お け る 関 係 機 関 と の 事 前 協 議 促 進  
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具体的な取組③  新たな整備手法の構築  

 
 地 価 が 高 い 地 域 で は 事 業 費 が 大 き く な り 投 資 資 金 の 早 期 回 収 が 重 要 と
な り ま す 。 ま た 、 関 東 近 県 の 産 業 団 地 と 競 合 す る 地 域 で 整 備 す る 場 合 、
企 業 立 地 の 見 込 み を 立 て る こ と が 厳 し く 、 想 定 し て い た 分 譲 収 入 を 回 収
で き な い リ ス ク が 高 ま り ま す 。  
 例 え ば 、 立 地 企 業 を 決 定 し た 上 で 造 成 工 事 を 進 め て い く 「 オ ー ダ ー メ
ー ド 方 式 」 も 採 り 入 れ る な ど し て 分 譲 リ ス ク の 低 減 や 事 業 コ ス ト の 縮 減
等 を 図 り な が ら 事 業 化 を 検 討 し て い き ま す 。  

 

＜ ア ク シ ョ ン プ ラ ン ＞ ※ カ タ カ ナ ○ 囲 み ア ク シ ョ ン プ ラ ン は 新 規 項 目  

 
 
 
 
 
 
 

  

○ア  具 体 的 な 企 業 立 地 ニ ー ズ を ベ ー ス に 整 備 等 を 進 め る 方 式 の 導 入  
○イ  圏 央 道 以 北 地 域 の 開 発 面 積 の 下 限 の 引 下 げ (10ha→ 5ha)  
○ウ  幹 線 沿 道 型 開 発 (団 地 内 に 整 備 す る 道 路 の 縮 減 等 )の 検 討  
○エ  用 地 費 総 額 の 縮 減  
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○事業化が確定している産業団地  
＜加須 IC 東地区＞  

国 道 1 2 5 号 バ イ パ ス の
開 通 に よ っ て 高 ま る 絶 好
の 立 地 ポ テ ン シ ャ ル を 生
か し 、 産 業 集 積 に よ る 地
域 経 済 の 活 性 化 を 図 る た
め 、 加 須 市 と 連 携 し て 産
業 団 地 の 整 備 を 行 い ま
す 。  

＜ 事 業 内 容 ＞  

 全 体 計 画  
  施 行 場 所 :加 須 市 北 大 桑 外 地 内 (東 北 道 加 須 ICか ら 1.0㎞ ) 
 事 業 期 間 :平 成 27年 度 か ら 平 成 30 年 度  
  施 行 面 積 :約 1 7 . 7h a  
  分 譲 面 積 :約 1 4 . 6h a  
 
 平 成 28 年 度  平 成 29 年 度  平 成 30 年 度  

用 地 買 収     
農振除外手続き    
地区計画手続き    
開発事前協議・本協議    
造 成 工 事     
予 約 分 譲     

 

  
加 須 Ｉ Ｃ 東 地 区 産 業 団 地  
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＜寄居スマート IC 西地区＞  

 
 
 
 

  

 (仮 称 )寄 居 PA ス マ ー ト IC 開 設 (平 成
30 年 3 月 予 定 )に よ っ て 高 ま る 立 地 ポ テ ン
シ ャ ル を 生 か し 、 県 北 地 域 へ 産 業 集 積 や
雇 用 の 拡 大 を 図 る た め 、 美 里 町 と 連 携 し
て 産 業 団 地 の 整 備 を 行 い ま す 。  

＜ 事 業 内 容 ＞  
 全 体 計 画  
 
 施 行 場 所 :美 里 町 甘 粕 外 地 内  

(関 越 道 寄 居 PA ｽﾏｰﾄ IC か ら 0.5 ㎞ ) 
 事 業 期 間 :平 成 28 年 度 か ら 平 成 30 年 度  
 施 行 面 積 :約 14.8ha 

  
 

寄 居 ス マ ー ト Ｉ Ｃ 西 地 区 産 業 団 地  
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＜草加柿木地区＞  
  

 施 行 場 所 :草 加 市 柿 木 町 (東 埼 玉 道 路 隣 接 ) 
 事 業 期 間 :平 成 29 年 度 か ら 平 成 31 年 度 ま で   
 施 行 面 積 :約 19.4ha 
 分 譲 面 積 :約 16.4ha 
 団 地 の 特 徴  
 イ ン フ ラ 活 用  工 業 用 水  特 別 高 圧 電 力  都 市 ガ ス (中 圧 ガ ス ) 
 事 前 エ ン ト リ ー 方 式 の 導 入 (応 募 企 業 の 意 向 か ら 区 画 割 等 を 設 定 ) 

 

 柿 木 浄 水 場 か ら の 工 業
用 水 の 活 用 が 可 能 な 産 業
団 地 を 県 南 東 部 地 区 に 整
備 し 、 食 品 製 造 な ど 水 を
大 量 に 使 用 す る 企 業 の ニ
ー ズ に 対 応 す る た め 、 草
加 市 と 連 携 し て 産 業 団 地
を 整 備 し ま す 。  
 ＜ 事 業 内 容 ＞  

 全 体 計 画  
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○調査・検討中の産業団地  
  
 
 
 
 
 

 
＜ ス ケ ジ ュ ー ル イ メ ー ジ ＞  

   :予約分譲(造成工事完了前に分譲を開始すること) 

  

 環 境 調 査 等 :事 業 化 に 向 け 環 境 調 査 、 関 係 機 関 協 議 な ど  
 可 能 性 調 査 :基 本 設 計 を 踏 ま え た 事 業 化 の 検 討    
 ＜ 計 画 等 の 策 定 、 事 業 採 算 性 等 の 検 証 ＞  
 予 備 調 査 :事 業 化 検 討 の 基 礎 調 査  
 ＜ 土 地 利 用 計 画 等 の 作 成 、 事 業 概 算 額 及 び 課 題 の 整 理 ＞   
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施策の方向性 2 
 
 
 
 
 
 地 域 整 備 事 業 は 、社 会 経 済 情 勢 の 変 化 等 に よ る 事 業 リ ス ク が 相 対 的 に 高
い 事 業 で も あ り ま す 。持 続 的 に 産 業 振 興 と 地 域 振 興 を 図 り 、も っ て 県 民 福
祉 を 向 上 し て い く た め に は 、よ り 強 固 な 経 営 基 盤 を 構 築 し て い く 必 要 が あ
り ま す 。  
 そ の た め に 、経 営 基 盤 の 強 化 に つ な が る 人 材 の 育 成 と 財 務 マ ネ ジ メ ン ト
に 取 り 組 ん で い き ま す 。  
 
 
 
 
 

 
 

 地 域 振 興 を 推 進 す る た め の 、よ り 強 固 な 経 営 基 盤 を 構 築 す る た め に 、適
切 な 財 務 マ ネ ジ メ ン ト に 取 り 組 み ま す 。  

 
＜ ア ク シ ョ ン プ ラ ン ＞  
 
 
 
 
 
 
 
 

具体的な取組①  適切な財務マネジメント  

ア  独 立 採 算 制 を 維 持 す る 経 常 収 支 比 率 100％ 以 上 (計 画 期 間   
 中 平 均 )の 堅 持  
イ  有 利 子 負 債 0 に よ る 自 主 財 源 に よ る 経 営 の 堅 持  

 産 業 振 興 と 地 域 振 興 を 推 進 す る た め の よ り 強 固 な 経 営 基 盤 を
構築します。  

＜計画期間中の目標＞  
 計画期間中の各団地の収支を黒字にします。           
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 地 域 整 備 事 業 は 、土 地 規 制 や 共 同 事 業 体 で あ る 市 町 村 と 調 整 事 務 か ら 造
成 工 事 ま で 様 々 な 専 門 的 知 識 が 求 め ら れ ま す 。  
 こ の た め 、企 業 局 人 材 開 発 計 画 等 に 基 づ く 体 系 的・計 画 的 な 人 材 育 成 を
進 め ま す 。  

＜ ア ク シ ョ ン プ ラ ン ＞  

 墓 園 等 に つ い て は 、事 業 化 の 必 要 性 や 時 期 等 を 検 討 す る た め 、需 給 動 向
を 確 認 す る と と も に 、市 町 村 や 民 間 事 業 者 等 と の 連 携 を 含 め た 事 業 手 法 等
を 研 究 し ま す 。  

具体的な取組②  人材開発  

具体的な取組③  地域振興等に資する事業の研究  

ア  研 修 等 に よ る 人 材 の 育 成 に 加 え 、 関 係 部 局 と の 人 事 ロ ー テ ー  
シ ョ ン に よ る 現 場 経 験 の 豊 富 な 人 材 の 育 成  




